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別記 

様式第１号（第５条関係） 

  年  月  日 

 

 宮崎県知事 殿 

 

                      〒 

                         補助事業者住所 

                      氏名                               

                         (法人にあっては名称及びその代表者の氏名) 

連絡担当者（職名及び氏名） 

                    電話番号 

                                        ＦＡＸ番号 

 

  年度宮崎県廃棄物再資源化施設等整備費補助事業計画申請書 

 

 宮崎県廃棄物再資源化施設等整備費補助金の交付を受けたいので、宮崎県廃棄物再資源化施設

等整備費補助金交付要綱第５条の規定により、関係書類を添えて提出します。 

 

記 

 

１ 補助事業の目的及び内容 

別紙１及び別紙２のとおり 

 

２ 補助事業に要する経費及び補助金交付申請額 

  補助事業に要する経費         円 

  補助金交付申請額                   円 

 

３ 添付書類 
⑴  定款又は寄附行為及び法人の登記事項証明書【法人の場合】 
⑵  住民票の写し（本籍記載のあるもの）及び登記事項証明書【個人の場合】 
⑶  決算書（貸借対照表及び損益計算書）（直近の３期分）【法人の場合】 
⑷  財務状況調査票（別紙３） 
⑸  資産に関する調書（別紙４）【個人の場合】 
⑹  第２条第４号に係る納税証明書（県税に未納がないことの証明）（原則として申請を行う
日から３か月以内のもの。写しでも可。） 

⑺  第２条第８号に係る（暴力団関係者に該当しないことの）誓約書（別紙５） 
⑻  第２条第 10号に係る個人住民税の特別徴収実施確認・開始誓約書（別紙６） 
⑼  補助事業実施場所の付近見取り図 
⑽  施設の構造図 
⑾  建物等の配置図、各階平面図 
⑿  事業用地の所有権、使用権を証する書類設計計算書、図面、仕様書 
⒀ 設計計算書、図面、仕様書 
⒁ 施設の概要書 
⒂ 見積書の写し 
⒃ その他参考資料 
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別紙１（第５条及び第８条関係） 

補助事業計画書（新設・改修・更新） 

申請者連絡先 

(名称)  

 

(住所) 

 

(電話) 

資  本   金 

出   資   金 

 従  業  員 

(常用雇用者数) 

 

事業の名称  

補助対象施設 

の区分 

 

※ 研究開発技術の実用化に必要な施設の場合は、研究開発された技術の概要が分かる資料を

添付すること。 

事業実施地  

事業の目的 

 

事業の内容と 

規 模 

 

支出内訳 収入内訳 

区     分 
補助事業に要

する経費(円) 

交付申請額 

（円） 
区   分 金額（円） 資金の調達先 

本工事費   自己資金   

機械器具等   借 入 金   

附帯工事費   補 助 金   

その他の経費   そ の 他   

合  計   合  計   

  補助金交付申請額               円 
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別紙２（様式第１号関連） 

 

補助事業内容説明書 

 

１ 申請者の概要 

   (1) 事業の内容 

主な事業 主たる生産品目 年間生産額 

   

   

   

  (2) 現有施設 

    イ 土地（所在地別に面積を記入してください） 

 

    ロ 建物（建物の種類別に床面積を記入し、自社所有か賃貸かを明記してください） 

 

    ハ  主要設備（保有している主要設備を記入してください） 

機械装置又は装置 数 用     途 備 考 

    

    

    

   (3) 申請者の略歴 

年  月  日 略         歴 

 

 

 

 

 

 

 

 

   (4) 出資者及び持ち株比率 

出  資  者 持ち株比率 

  

  

  

   (5) 現に廃棄物を処理している場合、その状況 

廃棄物の種類 廃棄物量（t/年） （許可番号） 
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２－１ 補助事業の説明 

   (1) 取り扱う循環資源の種類・量、収集計画並びに廃棄物処理法に基づく許可の有無 

廃棄物の種類 廃棄物量(t/年) 
うち宮崎県内 

発生分の割合 

許可の有

無 

（許可番

号） 

    

    

    

（収集計画） 

 

 

 

 

 

 

   (2) 事業の内容（リサイクルの方法、施設の規模・能力、循環資源の量と再生品の生産 

   量などを詳細に記入してください） 
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(3)-1 廃棄物の処理フロー（廃棄物等の種類：      単位：    ） 

※中間処理施設の場合、(3)-1に記載 

  

（事業実施前）

① 種類

種類

③

⑤ ⑤'

排出元

②

④ 処理方法

排出元 ⑥ ⑥'

②'

④－⑤－⑥

⑧ ⑦ ⑦'

（事業実施後）

① 種類

種類

③

⑤ ⑤'

排出元

②

④ 処理方法

排出元 ⑥ ⑥'

②'

④－⑤－⑥

⑧ ⑦ ⑦'

(①＋②＋②')×⑦／④
⑤'／(①＋②＋②')

添加物差引いた

減量化量 按分量本事業における

リサイクル率

中間処理

（①＋②＋②')＋③
残渣 添加物差引いた

按分量

(①＋②＋②')×⑥／④
他事業者の排出量

(①＋②＋②')×⑤／④

他事業者の排出量

自ら排出した量
添加物

(①＋②＋②')×⑦／④

材料・原料 添加物差引いた

按分量

添加物差引いた

減量化量 按分量

他事業者の排出量

中間処理

（①＋②＋②')＋③
残渣 添加物差引いた

按分量

(①＋②＋②')×⑥／④
他事業者の排出量

自ら排出した量
添加物

材料・原料 添加物差引いた

按分量

本事業における

リサイクル率

⑤'／(①＋②＋②')

(①＋②＋②')×⑤／④

 

※排出元が多数にわたる場合は、任意の様式に詳細を記載後、取りまとめた数値等を記載してください。 

※添加物とは、中間処理を実施するために加える水、セメント等の材料をいいます。 

※材料・原料とは、中間処理の結果、再資源化して得られる材料・原料（有価物）をいいます。 

※残渣とは、中間処理後に発生する廃棄物（さらなる中間処理や最終処分が必要なもの）をいいます。 

 



 6 / 16 

 

(3)-2 廃棄物の処理フロー（廃棄物等の種類：      単位：    ） 

※中間処理施設以外の場合、(3)-2に記載 
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(4) リサイクル事業の工程、製造方法の説明 

 

(5) 施設処理能力の詳細と選定理由について 

※中間処理施設以外の場合、記入不要 

施設処理能力 
１日あたり（ｔ） 年間（ｔ） 

    

廃棄物処理量（予定） 
１日あたり（ｔ） 年間（ｔ） 

    

処理能力と処理量に差

がある場合はその理由 
  

施設等の選定の理由に

ついて該当するものを

選び詳細を記入 

ア．価格   イ．処理能力   ウ．先進性   エ．その他  

自由記述欄 

 

(6) 再生品の種類、用途及び生産量、品質・安全性（規格・品質等の基準適合状況や環 

   境基準への適合状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 8 / 16 

 

(7)  再生品の販売計画（需要先、目標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(8) 事業の収支見込み 

収支  

の別 
項目名 初年 ２年 ３年 

収入 

製品販売収益       

廃棄物処理受託収益       

その他       

合計（Ａ）       

支出 
製品生産費用 

人件費       

消耗品費       

減価償却費       

その他       

合計（Ｂ）       

事業収益（（Ａ）－（Ｂ））       

 

(9)事業に関する環境対策の詳細 

  

 

 

 

 

 

 

 

  施設設置場所 製品保管場所 

大気汚染対策     

水質汚染対策     

騒音対策     

振動対策     

悪臭対策     
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(10) 事業を実施していくための技術(特許等の産業財産権)の保有状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－２ リサイクル事業実施の体制・分担等 

 (1) リサイクル事業を実施していくための体制（図示） 

 

 

 

 

 

  

 (2) 共同して実施する場合、共同事業者の概要、共同事業内容 

 

共同事業者 

 

 

 

 

 

 

事業者概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業内容 
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３ 施設整備事業スケジュール 

  (1) 施設整備事業スケジュール 

事業区分 項目／月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 
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４ 補助事業の予算明細表 

 区      分 種別 仕様 単位 数量 
単価 

(円) 

補助事業に

要する経費

(円) 

補助対象 

経費 

(円) 

補助金交

付申請額 

(円) 

 

備

考 

 

本工事費 

         

         

         

計         

機械器具等 

         

         

         

計         

附帯工事費 

         

         

         

計         

その他の経費 

         

         

         

計         

合    計          
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別紙３（様式第１号関連） 

 

財務状況調査表 

 

事業者名                

 

１ 財務状況                                                                        （単位：千円） 

期間 

科目 

前期 

年 月～年 月 

前々期 

年 月～年 月 

前々々期 

年 月～年 月 

１ 
売上高 

（Ａ） 
   

２ 
経常利益 

（Ｂ） 
   

３ 
総資本 

（Ｃ） 
   

４ 
自己資本 

（Ｄ） 
   

５ 
流動資産 

（Ｅ） 
   

６ 
流動負債 

（Ｆ） 
   

７ 
総資本経常利益率 

（Ｂ／Ｃ×100） 
   

８ 
売上高経常利益率 

（Ｂ／Ａ×100） 
   

９ 
自己資本比率 

（Ｄ／Ｃ×100） 
   

10 
流動比率 

（Ｅ／Ｆ×100） 
   

※この資料は、過去３期（決算期間が１年であるときは３期、半年であるときは６期としま

す。）の財務諸表により作成してください。 

※金額は、百円の位を四捨五入して、千円単位で記入してください。率は、小数点以下第２位を

四捨五入して小数点以下第１位まで記入してください。 
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２ 売上及び取引先状況 

主要製品 売上構成比 主要取引先 売上構成比 

        ％         ％ 

        ％         ％ 

        ％         ％ 

        ％         ％ 

 

３ 借入金等の状況（申請時の借入金の内訳） 

借入先名 
借入金 

（利率） 

借入残 

(○年○末現在) 

一回の元金 

返済額 
借入年月 

返済終了

年月 

 千円 

（ ％） 

千円 

（ ％） 

千円 

月当 

 

年 月 

 

年 月 

      

      

      

※借入金は長期・短期借入金を含みます。 
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別紙４（様式第１号関連） 

 

資産に関する調書 

 

事業者名               

 

                                                         年  月  日現在 

資産の種別 内       容 数 量 価格・金額（千円） 

現金預金    

有価証券    

未収入金    

売 掛 金    

受取手形    

土    地    

建    物    

備    品    

車    両    

そ の 他    

    

    

資   産   計  

 

 

 

負債の種別 内   容 数 量 価格・金額（千円） 

長期借入金    

短期借入金    

未 払 金    

預  り  金    

前受け金       

買  掛  金    

支払手形    

そ  の  他    

    

    

負     債     計  
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別紙５（様式第１号関連） 

 

                                                           年  月  日 

 宮崎県知事 殿 

 

                                    住所 

                                    ﾌﾘｶﾞﾅ                                 

                                    氏名                                    

                                   （法人にあっては名称及びその代表者職氏名） 

                                    生年月日   年  月  日 （性別） 

 

誓 約 書 

 

 私は、  年度宮崎県廃棄物再資源化施設等整備費補助事業計画申請を行うに当たり、次の事

項について誓約します。 

 

※チェック欄（誓約の場合、□にチェックを入れてください。） 

  □ 自己及び本事業実施主体の下記の構成員・役員等は、次のアからウまでのいずれにも該当

するものではありません。また、事業実施主体の運営に対し、次のアからウまでのいずれの関与

もありません。 

 

ア  暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条

第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

イ  暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

ウ  暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

 

記 

（役員等一覧） 

役職名 
（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

氏  名 
住  所 生年月日 性別 

     

     

     

     

     

※欄が不足する場合は、必要事項を記入の上、別途、添付すること。 
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別紙６（様式第１号関連） 

特別徴収実施確認・開始誓約書 

 

                                                           年  月  日 

 

住 所              

氏 名             

 

（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）         

チェック欄（いずれかに該当する項目にチェックを入れてください。） 

１ 領収証書の写し添付 

□ 当事業所は、現在      市（町・村）の特別徴収義務者の指定を受け、従業員等の個

人住民税について、特別徴収を実施し納付しています。 

→ ６か月以内の領収証書の写しを添付してください 

 

 

 

 

２ 添付する領収証書の写しがない場合等 

 (1) 特別徴収実施確認 

□ 当事業所は、現在      市（町・村）の特別徴収義務者

の指定を受け、従業員等の個人住民税について、特別徴収を実

施しています。 → 確認印を受けてください 

上記市町村の特別徴収義務者指定番号：                         

  ※各事業所で事前に記入しておいてください。   

 

 (2) 特別徴収義務がない 

□ 当事業所は、特別徴収義務のない事業所です。  

→ 確認印を受けてください 

 

 (3) 開始誓約 

□ 当事業所は、  年  月から、従業員等の個人住民税について、特別徴収を開始すること

を誓約します。 

  つきましては、特別徴収税額の決定通知書を当社（者）あてに 

送付してください。 → 確認印を受けてください 

 

 

市（町・村）確認印 

 

 

 

 

 

 

 

６か月以内の領収証書の写しを添付してください。 


